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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

３．平均臨時雇用者数は、臨時雇用者数の総数が従業員数の100分の10未満であるため記載を省略しておりま

す。 

４．平成16年４月14日付で株式１株につき２株の株式分割を行っております。なお、第55期の１株当たり当期純

利益は当該株式分割が期首に行われたものとして計算しております。 

回次 第55期中 第56期中 第57期中 第55期 第56期 

会計期間 

自平成15年 
９月１日 
至平成16年 
２月29日 

自平成16年 
９月１日 
至平成17年 
２月28日 

自平成17年 
９月１日 
至平成18年 
２月28日 

自平成15年 
９月１日 
至平成16年 
８月31日 

自平成16年 
９月１日 
至平成17年 
８月31日 

売上高（千円） 5,553,564 5,387,768 5,499,728 14,385,481 14,329,355 

経常利益（千円） 1,195,391 1,159,998 1,160,485 3,822,157 3,851,175 

中間（当期）純利益（千円） 690,589 514,147 672,956 2,204,139 2,146,873 

純資産額（千円） 21,551,424 24,449,707 25,663,059 24,722,011 26,102,735 

総資産額（千円） 25,500,651 28,357,030 28,943,783 29,021,277 30,440,309 

１株当たり純資産額（円） 2,435.95 1,313.13 1,378.29 1,325.99 1,400.02 

１株当たり中間（当期）純利益

（円） 
78.06 27.61 36.14 121.09 113.42 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 84.5 86.2 88.7 85.2 85.8 

営業活動によるキャッシュ・ 

フロー（千円） 
341,763 226,480 △410,107 3,077,197 2,699,572 

投資活動によるキャッシュ・ 

フロー（千円） 
△66,753 △345,056 △6,282,932 △128,429 △159,891 

財務活動によるキャッシュ・ 

フロー（千円） 
△530,508 △744,251 △1,116,378 1,104,835 △744,461 

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高（千円） 
9,883,178 13,330,928 8,182,133 14,191,206 15,990,342 

従業員数（人） 503 507 513 506 524 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

３．平均臨時雇用者数は、臨時雇用者数の総数が従業員数の100分の10未満であるため記載を省略しておりま

す。 

４．平成16年４月14日付で株式１株につき２株の株式分割を行っております。なお、第55期の１株当たり当期純

利益は当該株式分割が期首に行われたものとして計算しております。 

回次 第55期中 第56期中 第57期中 第55期 第56期 

会計期間 

自平成15年 
９月１日 
至平成16年 
２月29日 

自平成16年 
９月１日 
至平成17年 
２月28日 

自平成17年 
９月１日 
至平成18年 
２月28日 

自平成15年 
９月１日 
至平成16年 
８月31日 

自平成16年 
９月１日 
至平成17年 
８月31日 

売上高（千円） 5,451,659 5,387,418 5,499,601 14,031,867 14,328,528 

経常利益（千円） 1,076,406 1,061,353 1,084,244 3,419,953 3,596,574 

中間（当期）純利益（千円） 629,858 461,239 633,579 1,990,304 1,993,159 

資本金（千円） 1,925,273 1,925,273 1,925,273 1,925,273 1,925,273 

発行済株式総数（千株） 9,559 19,118 19,118 19,118 19,118 

純資産額（千円） 19,728,173 22,705,394 23,784,164 22,745,335 24,257,617 

総資産額（千円） 23,268,485 26,313,139 26,828,486 26,767,121 28,412,791 

１株当たり純資産額（円） 2,229.87 1,219.45 1,277.38 1,220.13 1,301.22 

１株当たり中間（当期）純利益

（円） 
71.19 24.77 34.02 109.47 105.46 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益（円） 
－ － － － － 

１株当たり中間（年間）配当額

（円） 
－ － － 40.00 60.00 

自己資本比率（％） 84.8 86.3 88.7 85.0 85.4 

従業員数（人） 90 98 99 91 100 



２【事業の内容】 

  当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が営む事業の内容について、重要な変更はあ

りません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 当社及び連結子会社は、メディカルウェア等の製造・販売の単一事業でありますので、事業の種類別セグメント

情報の記載は省略しております。 

 なお、会社別の従業員数は次のとおりであります。 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、従業員数の100分の10未満でありますので記載を省略しており

ます。 

(2)提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、顧問契約者９名及び海外事務所の現地社員４名は含んでおりません。 

また、臨時雇用者数は、従業員数の100分の10未満でありますので記載を省略しております。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成18年２月28日現在

会社名 従業員数（人） 

ナガイレーベン㈱ 99 

ナガイ白衣工業㈱ 414 

合計 513 

  平成18年２月28日現在

従業員数（人） 99  



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国の経済は、個人消費が牽引役となり、企業の生産活動が活発化し、雇用・所

得環境も改善しているものと思われます。しかし、依然として原油価格の高止まりや日銀による金融の量的緩和政

策の解除を巡る議論の高まり等もあり、先行きに不透明感も感じられます。 

 医療・介護業界におきましては、医療費抑制、介護保険立て直しのための抜本的医療・介護制度改革に向けての

施策が着実に進行してきており、業界は大きな転換期の真っ只中に置かれております。  

 平成17年12月に発表された診療報酬の過去最大の3.16％のマイナス改定に加え、介護報酬も2.4％のマイナス改

定となるなど、医療・介護分野を取巻く経営環境は極めて厳しい状況が継続しております。また、介護保険制度導

入後初めての介護保険法の改正や第5次医療法改正、療養病床の大幅な削減方針、有料老人ホームの医療機関の経

営解禁など、業界には制度改革の大きな変化の波が押し寄せてきており、医療・介護機関の経営の舵取りがますま

す重要となってまいりました。中でも地域に根付いた医療・介護事業の包括したサービスの提供が重要視されてお

り、医療・介護分野のボーダレス化は一層加速化してきております。 

 メディカルウェア業界におきましては、このような混沌とした環境の中、医療機関・介護施設の経営悪化を受け

た経費削減による買い控え現象と、看護の質の向上及び高齢化進行に伴った看護・介護職員の増加による着用者数

増とが混在する状況が継続しております。また、医療、介護のボーダレス化を受け、ウェアもオーバーラップして

使用されるなど、医療市場と介護市場の垣根を越えた対応が必要となってまいりました。 

 当社グループといたしましては、商品面では、ここ数年苦戦しているDCブランド分野に5年振りとなる新ブラン

ド「ケイタ マルヤマ」を投入するとともに、癒し・和みをコンセプトとした「ゆらぎ」シリーズへの新商品投

入、主に介護分野で好評を博している「ふわふわ」シリーズの新商品の拡充を行い、市場の活性化を図りました。

営業面では、積極的な販促活動により新規物件の獲得に注力し、特に中日本以西におけるシェアアップに努めてま

いりました。また、手術分野で数年前より展開を始めました「コンペルパック」の販売が、漸く軌道に乗りつつあ

ります。海外での販売につきましては、数字はまだ小さいものの着実に市場に浸透し始め、大幅な売上増を達成す

ることができました。 

 生産に関しましては、当社グループの効率的な短納期生産体制の推進を目的として平成17年10月より海外からの

一部直接輸入取引を開始いたしました。しかしながら、前連結会計年度において、従来海外で生産していた一部商

品を原材料の不足により国内生産した備蓄商品を当中間会計期間に販売したこと及び円安の進行により売上原価率

はアップいたしました。また、企業価値向上対策として販売費及び一般管理費が増加したため、営業利益は前年同

期に比べ減少いたしました。経常利益につきましては、株式投資信託の分配金等の増加により、前中間連結会計期

間とほぼ同額となりました。当中間純利益につきましては、前中間連結会計期間において減損損失を計上したた

め、当中間連結会計期間は前年同期に比べ大幅に増加いたしました。 

 このような状況のもと、当中間連結会計期間の売上高につきましては、54億99百万円（前年同期比2.1％増）、

営業利益は11億13百万円（同0.7％減）、経常利益は11億60百万円（同0.0％増）、中間純利益は６億72百万円（同

30.9％増）を計上いたしました。 

 なお、当社グループは、メディカルウェア等の製造・販売の単一事業でありますので、事業の種類別セグメント

情報の記載は省略しております。また、当社グループは、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な

在外支店がないため、所在地別セグメント情報の記載事項はありません。 



(2) キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、81億82百万円となり、前中間

連結会計期間末より51億48百万円減少し、また前連結会計年度末よりは78億８百万円減少しました。 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  営業活動の結果、資金は４億10百万円減少（前中間連結会計期間は２億26百万円の増加）しました。 

 主な要因は、税金等調整前中間純利益11億38百万円（同８億78百万円）、売上債権の減少額９億25百万円（同

９億38百万円）等による増加と、たな卸資産の増加額10億93百万円（同８億49百万円）、仕入債務の減少額２億

27百万円（同１億円の増加）、法人税等の支払額11億48百万円（同10億51百万円）等による減少であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果、資金は62億82百万円減少（同３億45百万円）しました。 

 主な要因は、定期預金の預入による支出63億円（同なし）等による減少であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果、資金は11億16百万円減少(同７億44百万円)しました。 

 これは、配当金の支払額11億16百万円(同７億44百万円)等によるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当社グループ（当社及び連結子会社）は、メディカルウェア等の製造・販売の単一事業でありますので、事業の

種類別セグメント情報の記載は省略し、その代替として品目別情報を記載しております。 

 （注）１．生産金額は、製品製造原価によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．メディカルウェアの生産実績には、ナースキャップ等の生産実績を含めて記載しておりますが、その製造原

価は少額であります。 

(2）商品仕入実績 

 当社グループは、メディカルウェア等の製造・販売の単一事業でありますので、事業の種類別セグメント情報の

記載は省略し、その代替として品目別情報を記載しております。 

 （注）１．商品仕入金額は、実際仕入価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）受注状況 

 当社グループは、見込み生産を行っておりますので、該当事項はありません。 

品目別 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

前年同期比（％） 

メディカルウェア（千円） 2,935,853 126.5 

シューズ（千円） － － 

その他（千円） － － 

合計（千円） 2,935,853 126.5 

品目別 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

前年同期比（％） 

メディカルウェア（千円） 719,764 55.1 

シューズ（千円） 157,915 100.5 

その他（千円） 89,525 61.2 

合計（千円） 967,205 60.1 



(4）販売実績 

 当社グループは、メディカルウェア等の製造・販売の単一事業でありますので、事業の種類別セグメント情報の

記載は省略し、その代替として品目別情報を記載しております。 

 （注）１．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実

績に対する割合は次のとおりであります。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題について、重要な変更はありま

せん。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

品目別 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

前年同期比（％） 

メディカルウェア（千円） 5,226,372 102.5 

シューズ（千円） 176,119 96.6 

その他（千円） 97,236 91.8 

合計（千円） 5,499,728 102.1 

相手先 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年２月28日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

ワタキューセイモア㈱ 866,220 16.1 994,370 18.1 



５【研究開発活動】 

  当社グループの研究開発活動の方針は、ユーザー第一主義に基づき、ユーザーを良く知り、ユーザーに喜んでいた

だける商品を提供することであります。医療・介護供給体制の変化、ファッションの多様化、医療の高度化等、市場

の変化に応じて要求される高感覚、高機能、高品質商品の開発を目的に、マーケティング室、商品企画室において 

①マーケティング活動、②素材の共同開発、③新商品企画を実施しております。 

 ①マーケティング活動 

  マーケティングリサーチにより、医療・介護行政、業界の動向、施策を把握し、現場を中心としたユーザーニ

ーズを融合させることで、市場開発、商品開発テーマの絞り込みが行われます。 

  当中間連結会計期間におきましては、前連結会計年度に引き続き環境問題やリサイクルといった世界的課題に

沿った商品開発、洗濯のアウトソーシングによる医療機関のコスト削減に対応した商品開発、ファッションの多

様化、個性化に応じた商品開発等を開発テーマとして取り上げ、取り組んでまいりました。 

 ②素材開発 

  マーケティング活動により策定されたテーマを具現化するため、素材メーカー及び仕入先メーカーと素材の共

同開発を行っております。 

  当中間連結会計期間におきましては、リサイクル商品の強化、充実をはかるため、防透性能に優れかつエコマ

ーク取得の再生ポリエステル素材のさらなる開発の推進、及び手術室で使用される感染対策素材の開発を行いま

した。 

 ③新商品企画 

  開発素材をベースに商品試作が行われます。素材特長を活かし、ファッショントレンドを反映したデザイン作

成、人間工学に基づいた機能性を追及したパターン作成を行い、商品サンプルが作られます。サンプルは、使用

状況を考慮した幾度もの厳しい物性試験、モニター活動によるユーザー評価による改良を繰り返し、最終的な新

商品となります。 

  新商品はナガイレーベン㈱のＣＡＤシステム（コンピューターによるデザインシステム）とナガイ白衣工業㈱

のアパレルＣＡＤ・ＣＡＭ（コンピューターによるデザイン及び自動裁断システム）をオンライン化すること

で、迅速かつ正確に商品仕様を生産部門に伝達することが可能となっております。 

  当中間連結会計期間の商品実績として、病院市場に於いては新デザイナーズブランドとして「KEITA MARUYAMA

(ケイタ・マルヤマ)」を投入いたしました。評判も上々で、他のデザイナーズブランドと違ったテイストで病院

ユニフォームを牽引してくれるものと期待しております。昨年度投入した「ゆらぎ」シリーズは、刺繍など今ま

でになかった表現や色に対する評価を得て今年度も新たな商品の投入を致しました。介護市場では「ふわふわ」

シリーズがその商品コンセプト分野を確立し、安定的な成長局面に入っております。手術市場における「コンペ

ルパック」は大学病院などの採用と相まって、より日本の手術現場に即応した商品開発を進めながら実績を挙げ

つつあります。 

  当中間連結会計期間の研究開発費の総額は、76,879千円となっております。 

  なお、当社グループは、メディカルウェア等の製造・販売の単一事業でありますので、事業の種類別セグメン

トに関連付けた記載はしておりません。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありませ

ん。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 50,000,000 

計 50,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年２月28日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年５月22日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 19,118,000 19,118,000 
 東京証券取引所 

 市場第一部 
－ 

計 19,118,000 19,118,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

 平成17年9月1日～ 

平成18年2月28日 
－ 19,118,000 － 1,925,273 － 2,202,171 



(4）【大株主の状況】 

 （注）１．当社は、自己株式498千株を保有しておりますが、上記大株主の状況には含めておりません。 

 ２．シュローダー投信投資顧問株式会社から平成17年12月７日付で「大量保有報告書」の提出があり、平成17年

11月30日現在で以下の株式を共同保有している旨の報告を受けましたが、当社として当中間期末時点の所

有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

なお、「大量保有報告書」の内容は次のとおりであります。 

  平成18年２月28日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％） 

澤登 一郎 神奈川県川崎市麻生区 2,865 14.99 

ベア スターンズ アンド 

カンパニー 

 （常任代理人 シティバン

ク、エヌ・エイ 東京支

店）  

ONE METROTECH CENTER NORTH. BROOKLYN,NY 11201 

 （東京都品川区東品川２－３－１４）  
1,796 9.40 

日本マスタートラスト信託

銀行株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町2-11-3 975 5.10 

日本トラスティ・サービス

信託銀行株式会社（信託

口） 

東京都中央区晴海1-8-11 962 5.03 

丸山 悦子 東京都世田谷区 896 4.69 

株式会社安立 東京都新宿区三栄町19-5 四谷税経ビル 579 3.03 

澤登 辰郎 神奈川県川崎市麻生区 527 2.76 

ステート ストリート バ

ンク アンドトラスト カ

ンパニー 

（常任代理人 ㈱みずほコ

ーポレート銀行） 

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101 

U.S.A. 

（東京都中央区日本橋兜町6-7） 

511 2.67 

ザ チェース マンハッタ

ンバンク エヌエイ ロン

ドン 

（常任代理人 ㈱みずほコ

ーポレート銀行） 

WOOLGATE HOUSE,COLEMAN STREET LONDON  

EC2P 2HD,ENGLAND 

（東京都中央区日本橋兜町6-7） 

425 2.23 

有限会社登龍 東京都中央区築地3-17-10 399 2.09 

計 － 9,938 51.98 

氏名又は名称 所有株式数（千株） 
発行済株式総数に対する 

所有株式数の割合（％） 

共同保有者２名 

シュローダー投信投資顧問株式会社 

シュローダー・インベストメント・マネージメント・
ノースアメリカ・リミテッド 

1,013 5.30 



 ３．Taiyo Fund Management Co. LLCから平成17年９月14日付で「大量保有報告書」の提出があり、平成17年８

月31日現在で以下の株式を保有している旨の報告を受けましたが、当社として当中間期末時点の所有株式

数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

なお、「大量保有報告書」の内容は次のとおりであります。 

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

氏名又は名称 所有株式数（千株） 
発行済株式総数に対する 

所有株式数の割合（％） 

Taiyo Fund Management Co. LLC 1,780 9.31 

  平成18年２月28日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 498,500 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 18,619,300 186,193 － 

単元未満株式 普通株式 200 － － 

発行済株式総数  19,118,000 － － 

総株主の議決権 － 186,193 － 

平成18年２月28日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

ナガイレーベン株式会社 
東京都千代田区岩本

町1-2-19 
498,500 ― 498,500 2.61 

計 － 498,500 ― 498,500 2.61 

月別 平成17年９月 平成17年10月 平成17年11月 平成17年12月 平成18年１月 平成18年２月 

最高（円） 2,400 2,970 2,960 2,970 3,370 3,340 

最低（円） 2,210 2,310 2,620 2,725 2,745 2,735 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年９月１日から平成17年２月28日

まで）及び前中間会計期間（平成16年９月１日から平成17年２月28日まで）並びに当中間連結会計期間（平成17年９

月１日から平成18年２月28日まで）及び当中間会計期間（平成17年９月１日から平成18年２月28日まで）の中間連結

財務諸表及び中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 
（平成17年２月28日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年２月28日） 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
（平成17年８月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   13,330,928   14,482,133   15,990,342  

２．受取手形及び売掛
金   3,513,149   3,674,482   4,596,670  

３．たな卸資産   3,819,575   3,963,820   2,870,468  

４．その他   700,879   166,803   177,224  

貸倒引当金   △1,490   △1,104   △1,842  

流動資産合計   21,363,043 75.3  22,286,134 77.0  23,632,863 77.6 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産           

(1）建物及び構築物  5,067,293   5,080,411   5,069,559   

減価償却累計額  2,645,483 2,421,809  2,742,036 2,338,375  2,699,108 2,370,451  

(2）土地   2,558,051   2,558,051   2,558,051  

(3) 建設仮勘定   －   250   －  

(4）その他  2,058,027   2,053,962   2,050,780   

減価償却累計額  1,320,804 737,223  1,406,165 647,797  1,372,657 678,123  

有形固定資産合計   5,717,085 20.2  5,544,475 19.1  5,606,626 18.4 

２．無形固定資産   59,408 0.2  81,843 0.3  64,700 0.2 

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券   625,637   608,714   640,131  

(2）その他   595,400   427,034   499,889  

貸倒引当金   △3,544   △4,418   △3,902  

投資その他の資産
合計   1,217,493 4.3  1,031,330 3.6  1,136,119 3.8 

固定資産合計   6,993,987 24.7  6,657,649 23.0  6,807,445 22.4 

資産合計   28,357,030 100.0  28,943,783 100.0  30,440,309 100.0 

           
 



  
前中間連結会計期間末 
（平成17年２月28日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年２月28日） 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
（平成17年８月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形及び買掛
金   2,210,832   2,041,968   2,269,344  

２．未払法人税等   479,565   456,442   1,163,700  

３．賞与引当金   74,232   77,000   81,180  

４．その他   601,984   280,590   359,824  

流動負債合計   3,366,615 11.9  2,856,001 9.9  3,874,050 12.7 

           

Ⅱ 固定負債           

１．退職給付引当金   254,373   259,133   250,973  

２．役員退職慰労引当
金   105,845   117,500   111,980  

３．その他   180,489   48,089   100,570  

固定負債合計   540,707 1.9  424,722 1.4  463,523 1.5 

負債合計   3,907,322 13.8  3,280,724 11.3  4,337,573 14.2 

           

（少数株主持分）           

少数株主持分   － －  － －  － － 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   1,925,273 6.8  1,925,273 6.7  1,925,273 6.3 

Ⅱ 資本剰余金   2,358,190 8.3  2,358,190 8.1  2,358,190 7.8 

Ⅲ 利益剰余金   20,784,923 73.3  21,938,338 75.8  22,417,648 73.6 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   28,368 0.1  88,304 0.3  48,671 0.2 

Ⅴ 自己株式   △647,048 △2.3  △647,048 △2.2  △647,048 △2.1 

資本合計   24,449,707 86.2  25,663,059 88.7  26,102,735 85.8 

負債、少数株主持分
及び資本合計   28,357,030 100.0  28,943,783 100.0  30,440,309 100.0 

           



②【中間連結損益計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年９月１日 
至 平成17年２月28日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

前連結会計年度 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   5,387,768 100.0  5,499,728 100.0  14,329,355 100.0 

Ⅱ 売上原価   3,091,105 57.4  3,186,809 57.9  8,273,432 57.7 

売上総利益   2,296,662 42.6  2,312,918 42.1  6,055,923 42.3 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１  1,175,388 21.8  1,198,996 21.8  2,296,282 16.1 

営業利益   1,121,274 20.8  1,113,922 20.3  3,759,640 26.2 

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息  108   5,151   768   

２．受取配当金  －   11,709   2,405   

３．受取賃貸料  28,350   26,627   55,755   

４．保険解約返戻金  －   －   10,358   

５．雑収入  10,310 38,769 0.7 3,076 46,564 0.8 22,378 91,667 0.7 

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息  11   －   11   

２．雑損失  33 45 0.0 2 2 0.0 120 132 0.0 

経常利益   1,159,998 21.5  1,160,485 21.1  3,851,175 26.9 

Ⅵ 特別利益           

１．固定資産売却益 ※２ 406   77   406   

２．投資有価証券売却
益  92,398   0   92,398   

３．貸倒引当金戻入益  2,207 95,012 1.8 221 298 0.0 1,493 94,297 0.7 

Ⅶ 特別損失           

１．固定資産除売却損 ※３ 10,851   4,593   12,853   

２．投資有価証券売却
損 

  －   1,751   －   

３．投資有価証券評価
損 

  －   563   －   

４．退職給付費用   －   15,190   －   

５．減損損失 ※４ 365,900   －   365,900   

６．在外支店退職費用   － 376,751 7.0 － 22,098 0.4 4,949 383,703 2.7 

税金等調整前中間
（当期）純利益   878,260 16.3  1,138,685 20.7  3,561,770 24.9 

法人税、住民税及
び事業税  426,134   448,944   1,526,382   

法人税等調整額  △62,022 364,112 6.8 16,784 465,728 8.5 △111,485 1,414,896 9.9 

中間（当期）純利
益   514,147 9.5  672,956 12.2  2,146,873 15.0 

           



③【中間連結剰余金計算書】 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成16年９月１日 

至 平成17年２月28日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年９月１日 

至 平成18年２月28日) 

前連結会計年度 

連結剰余金計算書 

(自 平成16年９月１日 

至 平成17年８月31日) 

区分 
注記

番号
金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）        

Ⅰ 資本剰余金期首残高   2,358,190  2,358,190  2,358,190 

Ⅱ 資本剰余金中間期末（期末）

残高 
  2,358,190  2,358,190  2,358,190 

        

（利益剰余金の部）        

Ⅰ 利益剰余金期首残高   21,048,254  22,417,648  21,048,254 

Ⅱ 利益剰余金増加高        

中間（当期）純利益  514,147 514,147 672,956 672,956 2,146,873 2,146,873 

Ⅲ 利益剰余金減少高        

１．配当金  744,779  1,117,166  744,779  

２．役員賞与  32,700  35,100  32,700  

（うち監査役賞与）  (1,200) 777,479 (1,200) 1,152,266 (1,200) 777,479 

Ⅳ 利益剰余金中間期末（期末）

残高 
  20,784,923  21,938,338  22,417,648 

        



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成16年９月１日 

至 平成17年２月28日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年９月１日 

至 平成18年２月28日) 

前連結会計年度要約連結キャ

ッシュ・フロー計算書 

(自 平成16年９月１日 

至 平成17年８月31日) 

区分 
注記

番号
金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フ

ロー 
    

税金等調整前中間（当期）

純利益 
 878,260 1,138,685 3,561,770 

減価償却費  141,810 134,932 283,579 

減損損失  365,900 － 365,900 

貸倒引当金の減少額  △7,056 △221 △6,346 

賞与引当金の増減額  △6,192 △4,180 756 

退職給付引当金の増減額  △3,250 8,159 △6,649 

役員退職慰労引当金の増加

額 
 6,135 5,520 12,270 

受取利息及び受取配当金  △1,010 △16,860 △3,174 

支払利息  11 － 11 

有形固定資産売却益  △406 △77 △406 

有形固定資産除売却損  10,851 4,593 12,853 

投資有価証券売却益  △92,398 △0 △92,398 

投資有価証券売却損  － 1,751 － 

投資有価証券評価損  － 563 － 

売上債権の増減額  938,414 925,925 △150,914 

たな卸資産の増減額  △849,348 △1,093,351 99,757 

仕入債務の増減額  100,300 △227,471 158,740 

未払消費税等の減少額  △125,794 △95,610 △26,136 

役員賞与の支払額  △21,950 △23,300 △32,700 

その他  △57,040 △37,597 5,977 

小計  1,277,234 721,460 4,182,890 

利息及び配当金の受取額  1,189 16,698 3,197 

利息の支払額  △11 － △11 

法人税等の支払額  △1,051,932 △1,148,266 △1,486,503 

営業活動によるキャッシュ・

フロー 
 226,480 △410,107 2,699,572 

 



  
前中間連結会計期間 

(自 平成16年９月１日 

至 平成17年２月28日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年９月１日 

至 平成18年２月28日) 

前連結会計年度要約連結キャ

ッシュ・フロー計算書 

(自 平成16年９月１日 

至 平成17年８月31日) 

区分 
注記

番号
金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フ

ロー 
    

定期預金の預入による支出  － △6,300,000 － 

有形固定資産の取得による

支出 
 △237,838 △55,279 △263,072 

有形固定資産の売却による

収入 
 861 2,453 1,617 

無形固定資産の取得による

支出 
 △12,219 △23,577 △27,322 

投資有価証券の取得による

支出 
 △90,539 △4,931 △90,871 

投資有価証券の売却による

収入 
 － 100,678 225,078 

その他  △5,320 △2,277 △5,320 

投資活動によるキャッシュ・

フロー 
 △345,056 △6,282,932 △159,891 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フ

ロー 
    

短期借入による収入  1,000,000 － 1,000,000 

短期借入金の返済による支

出 
 △1,000,000 － △1,000,000 

配当金の支払額  △744,196 △1,116,378 △744,406 

自己株式の取得による支出  △54 － △54 

財務活動によるキャッシュ・

フロー 
 △744,251 △1,116,378 △744,461 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算

差額 
 2,549 1,210 3,916 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額  △860,278 △7,808,208 1,799,135 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  14,191,206 15,990,342 14,191,206 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高 
※1 13,330,928 8,182,133 15,990,342 

     



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年９月１日 
至 平成17年２月28日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

１．連結の範囲に関する事項  連結子会社はナガイ白衣工業㈱

１社であります。非連結子会社は

ありません。 

 なお、平成16年９月１日付で北

海道ナガイ㈱を吸収合併したた

め、連結子会社は１社減少してお

ります。 

 連結子会社はナガイ白衣工業㈱

１社であります。非連結子会社は

ありません。 

 連結子会社はナガイ白衣工業㈱

１社であります。非連結子会社は

ありません。 

 なお、平成16年９月１日付で北

海道ナガイ㈱を吸収合併したた

め、連結子会社は１社減少してお

ります。 

２．持分法の適用に関する 

事項 

  該当事項はありません。 同左  同左 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事項 

 連結子会社の中間決算日は、中

間連結決算日と一致しておりま

す。 

同左  連結子会社の決算日は、連結決

算日と一致しております。 

４．会計処理基準に関する 

事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価

方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は、

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

(1）重要な資産の評価基準及び評価

方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

(1）重要な資産の評価基準及び評価

方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算期末日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は、

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 ② デリバティブ 

時価法 

② デリバティブ 

 同左 

② デリバティブ 

同左 

 ③ たな卸資産 

主として総平均法による原価

法 

③ たな卸資産 

同左 

③ たな卸資産 

同左 

 (2）重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

① 有形固定資産 

 建物（建物附属設備を除く）

は定額法、建物以外については

定率法によっております。 

 ただし、ナガイレーベン物流

センター及び西日本物流センタ

ーについては、定額法によって

おります。 

 なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

(2）重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

① 有形固定資産 

同左 

(2）重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

① 有形固定資産 

 同左 

 建物 15～45年

機械装置 ７年、12年

  

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年９月１日 
至 平成17年２月28日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

 ② 無形固定資産 

 定額法によっております。 

 ただし、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づく

定額法によっております。 

② 無形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

同左 

 ③ 長期前払費用 

 定額法によっております。 

③ 長期前払費用 

同左 

③ 長期前払費用 

同左 

 (3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

 ② 賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備える

ため、支給見込額基準により計

上しております。 

② 賞与引当金 

同左 

② 賞与引当金 

同左 

 ③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間連結会計

期間末において発生していると

認められる額を計上しておりま

す。 

 数理計算上の差異について

は、各連結会計年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期

間以内の一定年数（10年）によ

る定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌連結会計年度か

ら費用処理することとしており

ます。 

③ 退職給付引当金 

同左 

③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当連結会計年度

末において発生していると認め

られる額を計上しております。 

 数理計算上の差異について

は、各連結会計年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期

間以内の一定年数（10年）によ

る定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌連結会計年度か

ら費用処理することとしており

ます。 

 ④ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支払いに

充てるため、役員退職慰労金支

給に関する内規に基づく中間期

末要支給額を計上しておりま

す。 

④ 役員退職慰労引当金 

同左 

④ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支払いに

充てるため、役員退職慰労金支

給に関する内規に基づく期末要

支給額を計上しております。 

 (4)重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

(4)重要なリース取引の処理方法 

同左 

(4）重要なリース取引の処理方法 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年９月１日 
至 平成17年２月28日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

 (5）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっており

ます。 

 なお、為替予約及びクーポン

スワップについては、振当処理

の要件を満たすことから振当処

理を採用しております。 

(5）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

(5）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段 

為替予約取引 

クーポンスワップ取引 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段 

同左 

 ・ヘッジ対象 

外貨建金銭債務 

（外貨建予定取引を含む） 

・ヘッジ対象 

同左 

・ヘッジ対象 

同左 

 ③ ヘッジ方針 

 輸入商品購入予定額を基に、

月別外貨支払見込額を限度と

し、為替相場の動向を勘案の

上、支払見込額に対する予約割

合を決定・実行しており、投機

を目的とした取引は一切行わな

い方針であります。 

③ ヘッジ方針 

同左 

③ ヘッジ方針 

同左 

 (6）その他中間連結財務諸表作成の

ための重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

(6）その他中間連結財務諸表作成の

ための重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

同左 

(6）その他連結財務諸表作成のため

の重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

同左 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッシ

ュ・フロー計算書）におけ

る資金の範囲 

 手許現金、随時引出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来する短期

投資であります。 

同左 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

前中間連結会計期間 

（自 平成16年９月１日 

至 平成17年２月28日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年９月１日 

至 平成18年２月28日） 

前連結会計年度 

（自 平成16年９月１日 

至 平成17年８月31日） 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

  固定資産の減損に係る会計基準(「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))

及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用

指針」(企業会計基準適用指針第６号 平成

15年10月31日)が平成16年３月31日に終了す

る連結会計年度に係る連結財務諸表から適用

できることになったことに伴い、当中間連結

会計期間から同会計基準及び同適用指針を適

用しております。これにより税金等調整前中

間純利益は、365,900千円減少しておりま

す。 

 なお、減損損失累計額については、改正後

の中間連結財務諸表規則に基づき各資産の金

額から直接控除しております。 

―――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

  固定資産の減損に係る会計基準(「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))

及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用

指針」(企業会計基準適用指針第６号 平成

15年10月31日)が平成16年３月31日に終了す

る連結会計年度に係る連結財務諸表から適用

できることになったことに伴い、当連結会計

年度から同会計基準及び同適用指針を適用し

ております。これにより税金等調整前当期純

利益は、365,900千円減少しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後

の連結財務諸表規則に基づき各資産の金額か

ら直接控除しております。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年２月28日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

────── （中間連結貸借対照表） 

 仮払消費税等及び仮受消費税等については、前中間連

結会計期間においては両建てのままそれぞれ流動資産の

「その他」及び流動負債の「その他」に含めて表示して

おりましたが、当中間連結会計期間においては仮払消費

税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、表示することに変

更しております。 

 なお、当中間連結会計期間における相殺前の仮払消費

税等は399,826千円であり、仮受消費税等は436,246千円

であります。 

（中間連結損益計算書） 

 「受取配当金」は前中間連結会計期間において、営業

外収益の「その他」に含めておりましたが、当中間連結

会計期間において営業外収益の総額の100分の10を超え

たため区分掲記しております。 

 なお、前中間連結会計期間の受取配当金の金額は、

902千円であります。 



追加情報 

注記事項 

（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 

（自 平成16年９月１日 

至 平成17年２月28日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年９月１日 

至 平成18年２月28日） 

前連結会計年度 

（自 平成16年９月１日 

至 平成17年８月31日） 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平

成15年法律第９号）が平成15年３月31日に公

布され、平成16年４月１日以後に開始する連

結会計年度より外形標準課税制度が導入され

たことに伴い、当中間連結会計期間から「法

人事業税における外形標準課税部分の損益計

算書上の表示についての実務上の取扱い」

（平成16年２月13日 企業会計基準委員会 

実務対応報告第12号）に基づき法人事業税の

付加価値割及び資本割については、販売費及

び一般管理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が10,626

千円増加し、営業利益、経常利益及び税金等

調整前中間純利益が、10,626千円減少してお

ります。 

――――  「地方税法等の一部を改正する法律」（平

成15年法律第９号）が平成15年３月31日に公

布され、平成16年４月１日以後に開始する連

結会計年度より外形標準課税制度が導入され

たことに伴い、当連結会計年度から「法人事

業税における外形標準課税部分の損益計算書

上の表示についての実務上の取扱い」（平成

16年２月13日 企業会計基準委員会 実務対

応報告第12号）に基づき法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費及び一般

管理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が29,092

千円増加し、営業利益、経常利益及び税金等

調整前当期純利益が、29,092千円減少してお

ります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年２月28日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額 

従業員給与手当 344,988千円 

広告宣伝費 171,442 

退職給付費用 12,969 

役員退職慰労引当

金繰入額 
6,135 

賞与引当金繰入額 45,621 

従業員給与手当 357,486千円 

広告宣伝費 185,786 

退職給付費用 15,412 

役員退職慰労引当

金繰入額 
5,520 

賞与引当金繰入額 47,525 

従業員給与手当 750,690千円 

広告宣伝費 214,776 

退職給付費用 26,049 

役員退職慰労引当

金繰入額 
12,270 

賞与引当金繰入額 51,663 

※２．固定資産売却益の内訳 ※２．固定資産売却益の内訳 ※２．固定資産売却益の内訳 

その他の有形固定

資産売却益 
406千円 

その他の有形固定

資産売却益 
77千円 

その他の有形固定

資産売却益 
406千円 

※３．固定資産除売却損の内訳 ※３．固定資産除売却損の内訳 ※３．固定資産除売却損の内訳 

建物及び構築物除

却損 
7,971千円 

その他の有形固定

資産除却損 
1,405  

その他の有形固定

資産売却損 
1,473  

計 10,851 

建物及び構築物除

却損 
4,035千円 

その他の有形固定

資産除却損 
489  

その他の有形固定

資産売却損 
68  

計 4,593 

建物及び構築物除

却損 
9,694千円 

その他の有形固定

資産除却損 
1,534 

その他の有形固定

資産売却損 
1,624 

計 12,853 

 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年２月28日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

 ※４．減損損失の内訳 

 減損損失の内訳は以下のとおりであります。 

 当社グループは資産を事業の関連性により

グルーピングしております。但し、賃貸不動

産並びに将来の使用が見込まれていない遊休

資産など独立したキャッシュ・フローを生み

出すと認められるものは、個別の資産グルー

プとしております。 

 上記資産グループは、地価の著しい下落等

の理由により帳簿価額を回収可能価額まで減

額し当該減少額365,900千円を減損損失とし

て特別損失に計上しております。その内訳は

土地365,900千円であります。 

 なお、回収可能価額は正味売却価額または

使用価値により測定しております。遊休資産

については正味売却価額により測定し、路線

価による相続税評価額を基礎として評価して

おります。賃貸不動産については使用価値に

より測定し、将来キャッシュ・フローを

4.8％で割り引いて算定しております。 

用途 種類 場所 

賃貸不動産 
土地、建物

等 
宮城県仙台市 

遊休資産 土地 静岡県御殿場市 

遊休資産 

 （一部賃貸駐車場） 
土地 秋田県秋田市 

※４.      ――――  ※４．減損損失の内訳 

 減損損失の内訳は以下のとおりであります。 

 当社グループは資産を事業の関連性により

グルーピングしております。但し、賃貸不動

産並びに将来の使用が見込まれていない遊休

資産など独立したキャッシュ・フローを生み

出すと認められるものは、個別の資産グルー

プとしております。 

 上記資産グループは、地価の著しい下落等

の理由により帳簿価額を回収可能価額まで減

額し当該減少額365,900千円を減損損失とし

て特別損失に計上しております。その内訳は

土地365,900千円であります。 

 なお、回収可能価額は正味売却価額または

使用価値により測定しております。遊休資産

については正味売却価額により測定し、路線

価による相続税評価額を基礎として評価して

おります。賃貸不動産については使用価値に

より測定し、将来キャッシュ・フローを 

 4.8％で割り引いて算定しております。 

用途 種類 場所 

賃貸不動産 
土地、建物

等 
宮城県仙台市 

遊休資産 土地 静岡県御殿場市

遊休資産 

 （一部賃貸駐車場）
土地 秋田県秋田市 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年２月28日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

（平成17年２月28日現在） （平成18年２月28日現在） （平成17年８月31日現在）

現金及び預金勘定 13,330,928千円 

現金及び現金同等物 13,330,928  

現金及び預金勘定 14,482,133千円 

預入期間が３ヶ月を超

える定期預金 

 

△6,300,000

  

現金及び現金同等物 8,182,133  

現金及び預金勘定 15,990,342千円 

現金及び現金同等物 15,990,342  



（リース取引関係） 

 該当事項はありません。 

（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成17年２月28日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間連結会計期間末（平成18年２月28日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表計
上額（千円） 

差額（千円） 

(1)株式 145,039 214,274 69,235 

(2)債券 － － － 

(3)その他 421,500 399,943 △21,557 

合計 566,539 614,217 47,678 

 中間連結貸借対照表計上額（千円） 

（その他有価証券）  

非上場株式 11,420 

 取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表計
上額（千円） 

差額（千円） 

(1)株式 149,371 301,059 151,688 

(2)債券 － － － 

(3)その他 300,000 296,798 △3,201 

合計 449,371 597,857 148,486 

 中間連結貸借対照表計上額（千円） 

（その他有価証券）  

非上場株式 10,856 



前連結会計年度末（平成17年８月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

 前中間連結会計期間（自平成16年９月１日 至平成17年２月28日）、当中間連結会計期間（自平成17年９月１

日 至平成18年２月28日）及び前連結会計年度（自平成16年９月１日 至平成17年８月31日）において当社グル

ープは、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引を除き、デリバティブ取引を実施していないため、該当

事項はありません。 

 取得原価（千円） 
連結貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

(1)株式 145,370 240,037 94,666 

(2)債券 － － － 

(3)その他 401,500 388,674 △12,825 

合計 546,870 628,711 81,841 

 連結貸借対照表計上額（千円） 

（その他有価証券）  

非上場株式 11,420 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自平成16年９月１日 至平成17年２月28日）、当中間連結会計期間（自平成17年９月１

日 至平成18年２月28日）及び前連結会計年度（自平成16年９月１日 至平成17年８月31日）において当社グル

ープは、各種メディカルウェアの製造・販売を行っており、異なる事業区分はありません。 

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自平成16年９月１日 至平成17年２月28日）、当中間連結会計期間（自平成17年９月１

日 至平成18年２月28日）及び前連結会計年度（自平成16年９月１日 至平成17年８月31日）において当社グル

ープは、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間（自平成16年９月１日 至平成17年２月28日）、当中間連結会計期間（自平成17年９月１

日 至平成18年２月28日）及び前連結会計年度（自平成16年９月１日 至平成17年８月31日）において当社グル

ープは、海外売上高が連結売上高の10％未満で重要性がないため、記載を省略しております。 



（１株当たり情報） 

（注）１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

   （重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 

（自 平成16年９月１日 

至 平成17年２月28日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年９月１日 

至 平成18年２月28日） 

前連結会計年度 

（自 平成16年９月１日 

至 平成17年８月31日） 

１株当たり純資産額 1,313円13銭

１株当たり中間純利益 27円61銭

１株当たり純資産額 1,378円29銭

１株当たり中間純利益 36円14銭

１株当たり純資産額  1,400円02銭

１株当たり当期純利益 113円42銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利

益については、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 

同左  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利

益については、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 

 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年９月１日 
至 平成17年２月28日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日）

前連結会計年度 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日）

中間（当期）純利益（千円） 514,147 672,956 2,146,873 

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― 35,000 

 （うち利益処分による役員賞与金） (―) (―) (35,000) 

普通株式に係る中間（当期）純利益（千円） 514,147 672,956 2,111,873 

期中平均株式数（株） 18,619,456 18,619,446 18,619,451 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 
（平成17年２月28日） 

当中間会計期間末 
（平成18年２月28日） 

前事業年度要約貸借対照表 
（平成17年８月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金  11,917,125   13,199,214   14,453,564   

２．受取手形  1,684,656   1,756,494   2,802,740   

３．売掛金  1,828,440   1,917,955   1,793,775   

４．たな卸資産  3,578,741   3,398,132   2,619,964   

５．その他  535,497   90,958   132,432   

貸倒引当金  △1,490   △1,104   △1,842   

流動資産合計   19,542,971 74.3  20,361,650 75.9  21,800,634 76.7 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１          

(1）建物  2,362,385   2,284,816   2,313,969   

(2）土地  2,558,051   2,558,051   2,558,051   

(3）建設仮勘定  －   250   －   

(4）その他  620,977   556,406   584,087   

有形固定資産合計  5,541,414   5,399,524   5,456,109   

２．無形固定資産  46,942   68,290   53,946   

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券  624,637   608,277   639,131   

(2）その他  560,717   395,161   466,871   

貸倒引当金  △3,544   △4,418   △3,902   

投資その他の資産
合計  1,181,810   999,020   1,102,101   

固定資産合計   6,770,168 25.7  6,466,835 24.1  6,612,156 23.3 

資産合計   26,313,139 100.0  26,828,486 100.0  28,412,791 100.0 

           
 



  
前中間会計期間末 

（平成17年２月28日） 
当中間会計期間末 
（平成18年２月28日） 

前事業年度要約貸借対照表 
（平成17年８月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形  1,547,245   1,451,595   1,678,681   

２．買掛金  803,476   714,469   741,418   

３．未払法人税等  438,767   391,109   1,106,361   

４．賞与引当金  42,579   44,535   48,495   

５．その他 ※２ 408,591   181,665   284,118   

流動負債合計   3,240,660 12.3  2,783,375 10.4  3,859,074 13.6 

Ⅱ 固定負債           

１．退職給付引当金  94,465   111,427   98,309   

２．役員退職慰労引当
金  92,130   101,430   97,220   

３．その他  180,489   48,089   100,570   

固定負債合計   367,084 1.4  260,946 0.9  296,099 1.0 

負債合計   3,607,745 13.7  3,044,322 11.3  4,155,174 14.6 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   1,925,273 7.3  1,925,273 7.2  1,925,273 6.8 

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金  2,202,171   2,202,171   2,202,171   

２．その他資本剰余金  435,362   435,362   435,362   

資本剰余金合計   2,637,534 10.0  2,637,534 9.9  2,637,534 9.3 

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金  410,000   410,000   410,000   

２．任意積立金  17,350,582   17,848,977   17,350,582   

３．中間（当期）未処
分利益  1,000,683   1,521,122   2,532,604   

利益剰余金合計   18,761,266 71.3  19,780,099 73.7  20,293,186 71.4 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   28,368 0.1  88,304 0.3  48,671 0.2 

Ⅴ 自己株式   △647,048 △2.4  △647,048 △2.4  △647,048 △2.3 

資本合計   22,705,394 86.3  23,784,164 88.7  24,257,617 85.4 

負債・資本合計   26,313,139 100.0  26,828,486 100.0  28,412,791 100.0 

           



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成16年９月１日 
至 平成17年２月28日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

前事業年度要約損益計算書 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   5,387,418 100.0  5,499,601 100.0  14,328,528 100.0 

Ⅱ 売上原価   3,212,488 59.6  3,292,763 59.9  8,540,196 59.6 

売上総利益   2,174,929 40.4  2,206,837 40.1  5,788,332 40.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１  1,196,433 22.2  1,216,400 22.1  2,364,538 16.5 

営業利益   978,495 18.2  990,436 18.0  3,423,794 23.9 

Ⅳ 営業外収益 ※２  82,870 1.5  93,810 1.7  172,872 1.2 

Ⅴ 営業外費用 ※３  12 0.0  2 0.0  92 0.0 

経常利益   1,061,353 19.7  1,084,244 19.7  3,596,574 25.1 

Ⅵ 特別利益 ※４  94,885 1.8  221 0.0  94,170 0.7 

Ⅶ 特別損失 
※
5,6  375,335 7.0  20,976 0.4  382,200 2.7 

税引前中間（当
期）純利益   780,904 14.5  1,063,489 19.3  3,308,545 23.1 

法人税、住民税及
び事業税  394,541   384,053   1,446,811   

法人税等 
調整額  △74,876 319,664 5.9 45,856 429,909 7.8 △131,426 1,315,385 9.2 

中間（当期）純利
益   461,239 8.6  633,579 11.5  1,993,159 13.9 

前期繰越利益   539,444   887,542   539,444  

中間（当期）未処
分利益   1,000,683   1,521,122   2,532,604  

           



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年９月１日 
至 平成17年２月28日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

前事業年度 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

１．資産の評価基準及び 

評価方法 

① 有価証券 

子会社株式 

 移動平均法による原価法 

① 有価証券 

子会社株式 

同左 

① 有価証券 

子会社株式 

同左 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は、

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算期末日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は、

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 ② デリバティブ 

時価法 

② デリバティブ 

 同左 

② デリバティブ 

同左 

 ③ たな卸資産 

商品 

 総平均法による原価法によ

っております。 

③ たな卸資産 

商品 

同左 

③ たな卸資産 

商品 

同左 

 貯蔵品 

 最終仕入原価法による原価

法によっております。 

貯蔵品 

同左 

貯蔵品 

同左 

２．固定資産の減価償却の 

方法 

① 有形固定資産 

 建物（建物附属設備を除く）

は定額法、建物以外については

定率法によっております。 

 ただし、ナガイレーベン物流

センター及び西日本物流センタ

ーについては、定額法によって

おります。 

 なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

① 有形固定資産 

 同左 

① 有形固定資産 

 同左 

  建物      15～45年 

 機械装置      12年 

  

 ② 無形固定資産 

 定額法によっております。 

 ただし、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づく

定額法によっております。 

② 無形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

同左 

 ③ 長期前払費用 

 定額法によっております。 

③ 長期前払費用 

同左 

③ 長期前払費用 

同左 

３．引当金の計上基準 ① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

① 貸倒引当金 

同左 

① 貸倒引当金 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年９月１日 
至 平成17年２月28日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

前事業年度 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

 ② 賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備える

ため、支給見込額基準により計

上しております。 

② 賞与引当金 

同左 

② 賞与引当金 

同左 

 ③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

 数理計算上の差異について

は、各事業年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以

内の一定年数（10年）による定

額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌事業年度から費用処

理することとしております。 

③ 退職給付引当金 

同左 

③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当期末において発生してい

ると認められる額を計上してお

ります。 

 数理計算上の差異について

は、各期の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定年数（10年）による定額法に

より按分した額をそれぞれ発生

の翌期から費用処理することと

しております。 

 ④ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支払いに

充てるため、役員退職慰労金支

給に関する内規に基づく中間期

末要支給額を計上しておりま

す。 

④ 役員退職慰労引当金 

同左 

④ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支払いに

充てるため、役員退職慰労金支

給に関する内規に基づく期末要

支給額を計上しております。 

４．ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっており

ます。 

 なお、為替予約及びクーポン

スワップについては、振当処理

の要件を満たすことから振当処

理を採用しております。 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段 

為替予約取引 

クーポンスワップ取引 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段 

同左 

 ・ヘッジ対象 

外貨建金銭債務 

（外貨建予定取引を含む） 

・ヘッジ対象 

同左 

・ヘッジ対象 

同左 

 ③ ヘッジ方針 

 輸入商品購入予定額を基に、

月別外貨支払見込額を限度と

し、為替相場の動向を勘案の

上、支払見込額に対する予約割

合を決定・実行しており、投機

を目的とした取引は一切行わな

い方針であります。 

③ ヘッジ方針 

同左 

③ ヘッジ方針 

同左 

 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年９月１日 
至 平成17年２月28日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

前事業年度 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

５．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

 なお、仮払消費税等及び仮受消

費税等は両建で表示されており、

流動資産の「その他」に含まれて

いる仮払消費税等は、233,343千円

であり、流動負債の「その他」に

含まれている仮受消費税等は、

270,856千円であります。 

① 消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

① 消費税等の会計処理 

同左 

前中間会計期間 

（自 平成16年９月１日 

至 平成17年２月28日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年９月１日 

至 平成18年２月28日） 

前事業年度 

（自 平成16年９月１日 

至 平成17年８月31日） 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

  固定資産の減損に係る会計基準(「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))

及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用

指針」(企業会計基準適用指針第６号 平成

15年10月31日)が平成16年３月31日に終了す

る事業年度に係る財務諸表から適用できるこ

とになったことに伴い、当中間会計期間から

同会計基準及び同適用指針を適用しておりま

す。これにより税引前中間純利益は、

365,900千円減少しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後

の中間財務諸表等規則に基づき各資産の金額

から直接控除しております。 

―――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

  固定資産の減損に係る会計基準(「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))

及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用

指針」(企業会計基準適用指針第６号 平成

15年10月31日)が平成16年３月31日に終了す

る事業年度に係る財務諸表から適用できるこ

とになったことに伴い、当期から同会計基準

及び同適用指針を適用しております。これに

より税引前当期純利益は、365,900千円減少

しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後

の財務諸表等規則に基づき各資産の金額から

直接控除しております。 

前中間会計期間 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年２月28日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

────── （中間貸借対照表） 

 仮払消費税等及び仮受消費税等については、前中間会

計期間においては両建てのままそれぞれ流動資産の「そ

の他」及び流動負債の「その他」に含めて表示しており

ましたが、当中間会計期間においては仮払消費税等及び

仮受消費税等は相殺のうえ、表示することに変更してお

ります。 

 なお、当中間会計期間における相殺前の仮払消費税等

は253,758千円であり、仮受消費税等は276,052千円であ

ります。 



追加情報 

注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間 

（自 平成16年９月１日 

至 平成17年２月28日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年９月１日 

至 平成18年２月28日） 

前事業年度 

（自 平成16年９月１日 

至 平成17年８月31日） 

「地方税法等の一部を改正する法律」

（平成15年法律第９号）が平成15年３月

31日に公布され、平成16年４月１日以後

に開始する事業年度より外形標準課税制

度が導入されたことに伴い、当中間会計

期間から「法人事業税における外形標準

課税部分の損益計算書上の表示について

の実務上の取扱い」（平成16年２月13日 

企業会計基準委員会 実務対応報告第12

号）に基づき法人事業税の付加価値割及

び資本割については、販売費及び一般管

理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が

10,626千円増加し、営業利益、経常利益

及び税引前中間純利益が、10,626千円減

少しております。 

―――― 「地方税法等の一部を改正する法律」

（平成15年法律第９号）が平成15年３月

31日に公布され、平成16年４月１日以後

に開始する事業年度より外形標準課税制

度が導入されたことに伴い、当期から

「法人事業税における外形標準課税部分

の損益計算書上の表示についての実務上

の取扱い」（平成16年２月13日 企業会

計基準委員会 実務対応報告第12号）に

基づき法人事業税の付加価値割及び資本

割については、販売費及び一般管理費に

計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が 29,092千円増加し、営業利益、経常

利益及び税引前当期純利益が、29,092千

円減少しております。 

前中間会計期間末 
（平成17年２月28日） 

当中間会計期間末 
（平成18年２月28日） 

前事業年度末 
（平成17年８月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 

3,300,372千円 3,458,767千円 3,389,902千円 

※２.      ―――― ※２．消費税等の取扱い ※２.      ―――― 

 

  仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺

のうえ、金額的重要性が乏しいため、流動

負債の「その他」に含めて表示しておりま

す。 

 



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年２月28日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

前事業年度 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

※１．減価償却実施額 ※１．減価償却実施額 ※１．減価償却実施額 

有形固定資産 103,872千円 

無形固定資産 10,963 

有形固定資産 102,417千円 

無形固定資産 10,202 

有形固定資産 209,703千円 

無形固定資産 19,196 

※２．営業外収益のうち重要なもの ※２．営業外収益のうち重要なもの ※２．営業外収益のうち重要なもの 

受取利息 107千円 

受取配当金 10,902 

受取賃貸料 66,046 

受取利息 348千円 

受取配当金 21,709 

受取賃貸料 64,863 

受取利息 183千円 

受取配当金 12,405 

受取賃貸料 131,506 

※３．営業外費用のうち重要なもの ※３.      ―――― ※３．営業外費用のうち重要なもの 

支払利息 11千円  支払利息 11千円 

※４.特別利益のうち重要なもの 

投資有価証券売却益 92,398千円 

※４.      ―――― ※４.特別利益のうち重要なもの 

投資有価証券売却益 92,398千円 

※５.特別損失のうち重要なもの 

減損損失 365,900千円 

※５.特別損失のうち重要なもの 

 退職給付費用 15,190千円 

※５.特別損失のうち重要なもの 

減損損失 365,900千円 

※６.減損損失 

 減損損失の内訳は以下のとおりであります。 

 当社は資産を事業の関連性によりグルーピ

ングしております。但し、賃貸不動産並びに

将来の使用が見込まれていない遊休資産など

独立したキャッシュ・フローを生み出すと認

められるものは、個別の資産グループとして

おります。 

 上記資産グループは、地価の著しい下落等

の理由により帳簿価額を回収可能価額まで減

額し当該減少額365,900千円を減損損失とし

て特別損失に計上しております。その内訳は

土地365,900千円であります。 

 なお、回収可能価額は正味売却価額または

使用価値により測定しております。遊休資産

については正味売却価額により測定し、路線

価による相続税評価額を基礎として評価して

おります。賃貸不動産については使用価値に

より測定し、将来キャッシュ・フローを

4.8％で割り引いて算定しております。 

用途 種類 場所 

賃貸不動産 
土地、建物

等 
宮城県仙台市 

遊休資産 土地 静岡県御殿場市 

遊休資産 

 （一部賃貸駐車場） 
土地 秋田県秋田市 

※６.      ―――― ※６.減損損失 

 減損損失の内訳は以下のとおりであります。 

 当社は資産を事業の関連性によりグルーピ

ングしております。但し、賃貸不動産並びに

将来の使用が見込まれていない遊休資産など

独立したキャッシュ・フローを生み出すと認

められるものは、個別の資産グループとして

おります。 

 上記資産グループは、地価の著しい下落等

の理由により帳簿価額を回収可能価額まで減

額し当該減少額365,900千円を減損損失とし

て特別損失に計上しております。その内訳は

土地365,900千円であります。 

 なお、回収可能価額は正味売却価額または

使用価値により測定しております。遊休資産

については正味売却価額により測定し、路線

価による相続税評価額を基礎として評価して

おります。賃貸不動産については使用価値に

より測定し、将来キャッシュ・フローを 

 4.8％で割り引いて算定しております。 

用途 種類 場所 

賃貸不動産 
土地、建物

等 
宮城県仙台市 

遊休資産 土地 静岡県御殿場市

遊休資産 

 （一部賃貸駐車場）
土地 秋田県秋田市 



（リース取引関係） 

 該当事項はありません。 

（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式で時価のあるものはありませ

ん。 

（１株当たり情報） 

（注）１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

   （重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

前中間会計期間 

（自 平成16年９月１日 

至 平成17年２月28日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年９月１日 

至 平成18年２月28日） 

前事業年度 

（自 平成16年９月１日 

至 平成17年８月31日） 

１株当たり純資産額 1,219円45銭

１株当たり中間純利益 24円77銭

１株当たり純資産額 1,277円38銭

１株当たり中間純利益 34円02銭

１株当たり純資産額 1,301円22銭

１株当たり当期純利益 105円46銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利

益については、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 

同左  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利

益については、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 

 前中間会計期間 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年２月28日）

当中間会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日）

前事業年度 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日）

中間（当期）純利益（千円） 461,239 633,579 1,993,159 

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― 29,500 

 （うち利益処分による役員賞与金） (―) (―) (29,500) 

普通株式に係る中間（当期）純利益（千円） 461,239 633,579 1,963,659 

期中平均株式数（株） 18,619,456 18,619,446 18,619,451 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第56期）（自 平成16年９月１日 至 平成17年８月31日）平成17年11月22日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成１７年５月１９日

ナガイレーベン株式会社   

 代表取締役社長 澤登 一郎 殿  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 氏原 修一  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 岩渕 信夫  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 中島 康晴  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているナガ

イレーベン株式会社の平成１６年９月１日から平成１７年８月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１６

年９月１日から平成１７年２月２８日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計

算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、ナガイレーベン株式会社及び連結子会社の平成１７年２月２８日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る中間連結会計期間（平成１６年９月１日から平成１７年２月２８日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に

関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は、当中間連結会計期間

より、「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」を

適用して、中間連結財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成１８年５月１９日

ナガイレーベン株式会社   

 代表取締役社長 澤登 一郎 殿  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 岩渕 信夫  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 網本 重之  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 中島 康晴  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているナガ

イレーベン株式会社の平成１７年９月１日から平成１８年８月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７

年９月１日から平成１８年２月２８日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計

算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、ナガイレーベン株式会社及び連結子会社の平成１８年２月２８日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る中間連結会計期間（平成１７年９月１日から平成１８年２月２８日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に

関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成１７年５月１９日

ナガイレーベン株式会社   

 代表取締役社長 澤登 一郎 殿  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 氏原 修一  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 岩渕 信夫  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 中島 康晴  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているナガ

イレーベン株式会社の平成１６年９月１日から平成１７年８月３１日までの第５６期事業年度の中間会計期間（平成１６

年９月１日から平成１７年２月２８日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書につい

て中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に

対する意見を表明することにある。 

  当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がない

かどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の

監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的

な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、ナガイレーベン株式会社の平成１７年２月２８日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１６

年９月１日から平成１７年２月２８日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は、当中間会計期間より、

「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」を適用し

て、中間財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成１８年５月１９日

ナガイレーベン株式会社   

 代表取締役社長 澤登 一郎 殿  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 岩渕 信夫  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 網本 重之  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 中島 康晴  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているナガ

イレーベン株式会社の平成１７年９月１日から平成１８年８月３１日までの第５７期事業年度の中間会計期間（平成１７

年９月１日から平成１８年２月２８日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書につい

て中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に

対する意見を表明することにある。 

  当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がない

かどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の

監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的

な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、ナガイレーベン株式会社の平成１８年２月２８日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７

年９月１日から平成１８年２月２８日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 
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